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低炭素建築物新築等計画において想定される申請イメージ（新築の場合） 

 

□ 認定申請：適合証等がある場合 

条 件 認定手数料算定 申 請 書 

ケース1【基準適合判断 Ⅰ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住宅ローン減税の適用 

 

 

手数料表 ｲ(1)(一) 

(一戸建ての住宅) 

4,300円 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース2【基準適合判断 Ⅰ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住宅ローン減税の適用 

 

 

手数料表 ｲ(1)(一) 

(一戸建ての住宅) 

4,300円／棟 

 

4,300×4＝17,200円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書4通作成 

ケース3【基準適合判断 Ⅰ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住宅ローン減税の適用 

 

 

手数料表 ｲ(1)(三) 

(住戸5戸超～10戸以内) 

14,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書の第3面は、複数の住戸を有する建築物において、 

住戸の申請を行う場合に住戸ごとに作成する。 

ケース4【基準適合判断 Ⅱ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※容積率緩和の適用 

 

 

手数料表 ｲ(1)(三) 

(住戸5戸超～10戸以内) 

① 14,000円 

（全住戸数分） 

 

手数料表 ｲ(2)(二)(ｲ) 

（共同住宅等の共用部分 300㎡以内） 

② 8,600円 

 

①＋②＝22,600円 

 

 

ケース5【基準適合判断 Ⅲ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※容積率緩和の適用 

 

 

手数料表 ｲ(1)(二) 

(住戸1戸超～5戸以内) 

① 8,600円 

（全住戸数分） 

 

手数料表 ｲ(2)(二)(ｲ) 

（共同住宅等の共用部分 300㎡以内） 

② 8,600円 

 

手数料表 ｲ(2)(三)又は(四) 

（非住宅部分 300㎡以内） 

③ 8,600円 

 

①＋②＋③＝25,800円 

 

 

店舗100㎡ 

３
面
ｆ 

３
面
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申 請 者：個人 

申請内容：住戸 

用 途：一戸建て住宅  

申請書 

 

 4,300円 

３
面
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３
面
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３
面
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３
面
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申 請 者：分譲事業者 

申請内容：住戸 

用 途：共同住宅 

戸 数：6戸（同時申請） 

 

申請書 

1面＋2面＋4面 

14,000円 

申 請 者：分譲事業者 

申請内容：住棟のみ 

（住戸申請をしない場合）

用 途：共同住宅共用部分:50㎡ 

全住戸数：6戸 

 

申請書 

 

22,600円 

申 請 者：分譲事業者 

申請内容：住宅・非住宅複合建築物 

（住戸申請をしない場合） 

用 途：共同住宅及び店舗 

共用部分:50㎡ 

全住戸数：4戸 

 t  :店舗100㎡ 

 

申請書 

25,800円 

a 

申 請 者：分譲事業者 

申請内容：住戸 

用 途：一戸建て住宅 

棟 数：4棟 

 

申請書a棟 

 

4,300円 

 

申請書b棟 

 

4,300円 

 

申請書c棟 

 

4,300円 

 

申請書d棟 

 

4,300円 

b 
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ケース6【基準適合判断 Ⅳ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※容積率緩和の適用 

 

 

手数料表 ｲ(2)(三)又は(四) 

（非住宅部分5,000㎡超～10,000㎡以内） 

117,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース7【基準適合判断 Ⅰ＋Ⅱ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住宅ローン減税の適用及び容積率緩和 

 

 

手数料表 ｲ(1)(二) 

(住戸1戸超～5戸以内) 

① 8,600円 

（全住戸数分） 

 

手数料表 ｲ(2)(二)(ｲ) 

（共同住宅等の共用部分 300㎡以内） 

② 8,600円 

 

①＋②＝17,200円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書の第3面は、複数の住戸を有する建築物において、 

住戸の申請を行う場合に住戸ごとに作成する。 

ケース8【基準適合判断 Ⅰ＋Ⅲ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住宅ローン減税の適用及び容積率緩和 

 

手数料表 ｲ(1)(二) 

(住戸1戸超～5戸以内) 

① 8,600円 

（全住戸数分） 

 

手数料表 ｲ(2)(二)(ｲ) 

（共同住宅等の共用部分 300㎡以内） 

② 8,600円 

 

手数料表 ｲ(2)(三)又は(四) 

（非住宅部分 300㎡以内） 

③ 8,600円 

 

①＋②＋③＝25,800円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書の第3面は、複数の住戸を有する建築物において、 

住戸の申請を行う場合に住戸ごとに作成する。 

申 請 者：店舗事業者 

申請内容：非住宅のみ 

用 途：店舗 

延床面積:6,000㎡ 

 

申請書 

117,000円 

申 請 者：分譲事業者 

申請内容：住棟及び住戸 

用 途：共同住宅 

共用部分:50㎡ 

全住戸数：4戸 

申 請 者：分譲事業者 

申請内容：住宅・非住宅複合建築物 

及び住戸 

用 途：共同住宅及び店舗 

共用部分:50㎡ 

全住戸数：4戸 

 t  :店舗100㎡ 

 

店舗 
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申請書 

1面＋2面＋4面 

17,200円 

店舗100㎡ 

a b 
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申請書 

1面＋2面＋4面 

25,800円 


